




























































































































































































































































































































































































































































































































































江蘇省計・冒， 63人 53人 69人 4人 69人 250（86．20）
P 曾P．．冒．．．幽． ，　■　冒　「　．　．　．　．　　　　　　甲　甲　，　．　■　曹　．　．　．　－　．　．　　幽　．　．　一　，　，　9　■ ，寧属計 9 18 42 1 37 104（3536）
江寧府 3 3（1．03）
准安府 ??? 10 5 17（5B6）
揚州府 3 5 6 11 23（793）
徐州府 2 3 1 7 13（448）
海　州 6 6 12（4．14）
海門庁 2 1 3（1．03）???，? ?? 　　8，曾 14 8 33（11．38）
，， ，，■・9噛．．蘇属計 54 35 27 3 32 146（5α34）
蘇州府 12 5 5 4 26（＆97）
松江府 17 8 9 4 35（12．07）
常州府 11 14 9 3 18 54（18．62）
鎮江府 1 2 1 4（138）
太倉州 13 6 3 6 27（931）
安徽省 2 7 9（3．10）
江西省 1 1 2（0．69）
漸江省 2 3 7 12（414）
河南省 7 7（241）
湖南省 1 1 2 4（1．38）
福建省 1 2 3（1つ3）
広東省 1 1 1 3（m3）
























20代 30代 40代 50代 平均年齢
??????????「
























安　　徽　　省 4 2 1 31．43
江　　西　　省 1 35．00








年　齢） 人数 平均点 最高点 最低点 挙人 生員 監生3） 官職4） 学歴5） 無
25～29歳 42 62．55 80 50 11 14 11 2 7
30～34歳 20 69．10 83 52 11 5 1 3 1
35～39歳 19 67．21 812） 55 11 2 7 4
40～44歳 6 70．33 86 56 6
45～49歳 5 60．80 672） 55 2 4 1 1
50歳 1 57．00 1




















































































1907～1908合計232 195 7 21 17 19 63 6





































































1908年度後期生 周　紘 揚州府泰州 三　編 教育総会入会前後
1906／1907年度生は1906年度生聴講生で1907年度生として再聴講・卒業している者をさす。
出典：表9に同じ。
ほか，前述の王紹整および蒋曾懊（1908年度前期生）が1913年から24年までそれぞれ衆議
院議員と参議院議員を務め，ともに憲法起草委員にもなっている75）。王はその後中国共産党に
入党し，人民共和国建国後は中央政府財政部副部長，全国人民代表大会代表（国会議員に相当）
を歴任することになる76）。このほか減蔭松（1908年度後期生）も1918年のいわゆる安福国会
の衆議院議員となり，20年には衆議院秘書長を務めている77）。いずれも現時点では，法政講習
所の「成果」と卒業後の活動との関係を論ずるには資料が乏しい。とはいえ，議員活動の基礎
に講習所で得た学識や人脈があったことは想像できる。
　より明確な法政講習所の「成果」としては，とりあえず江蘇諮議局との関係を見ることにし
よう。聴講員の中で，のちに江蘇諮議局議員になった者は9人いる（表10）。特に1907年度
生は53人中5人が議員になっている。うち『文積』初編に掲載された教育総会会員は2人，
二編，三編も各2人で，残り3人は少なくとも諮議局開幕直前（1909年10月15日＝九月二
日）まで会員になっていない78）。会員の6人も明らかに教育総会入会が先行する者は2人のみ
で，残りは同時かそれ以後の入会である。もちろん，これだけで彼らが聴講以前に教育総会と
無縁だったとはいえず，今後，公的私的な人的ネットワークを確認する作業が必要である。
　だが，少なくとも以下のことはいえるであろう。江蘇教育総会附設法政講習所は，その名称
から受ける印象とは異なり，むしろ会員以外の地域エリートを立憲制・地方自治実施のための
人材に「改造」し，聴講を契機に教育総会への入会を促し，あるいは教育総会もその一環を形
成していた立憲運動の人的ネットワークを構築する機関だったのである。
V．　おわりに一法政講習所の「閉鎖」の実相一
　法政講習所は光緒三十四年十二月をもって閉鎖された。だが明けて宣統元年正月五日（1909
年1月26日），「申報』に以下のような広告が掲載される。
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　　本会は，本年正月より法政講習所を附設することを決議した。半年で卒業し，専ら庁州県
　　城鎮地方自治の議員董事〔理事〕を養成し，ならび諮議局・資政院議員が持っべき学識を
　　研究する。その学科は憲法・行政法・財政学・地方自治制を重視する。各地の士紳で講習
　　希望者は競馬場の本会事務所あるいは醤園弄の江蘇教育総会に申し込むこと。凡そ各地勧
　　学所・教育会および上海各団体および本会会員が紹介し，満二十歳の嗜好の染まっていな
　　い講義を聞き書きできる者を合格とする。学費は計十八元で，本会会員は半額雑費は二
　　元ですべて入学時に予納する。ここに布告する79）。
　閉鎖されたはずの江蘇教育総会附設法政講習所の広告と文言が酷似しており，学費までまっ
たく同額である。この広告を出したのは預備立憲公会で，そのもとで二月一日（2月20日），
場所こそ移動したものの，昨年，一昨年と同様法政講習所の開講式が挙行されるのである。も
ちろん講師は雷奮らである8°）。江蘇教育総会附設法政講習所は「閉鎖」されたのではなく，事
実上，預備立憲公会へ移管されたのである。法政講習所をめぐる動きを多少憶測をまじえてま
とめると以下のようになる。
　江蘇学務・教育総会は，清朝の立憲プログラムに先立って，教育普及のために学会・教育会
への地域エリートの組織化を促していたが，いよいよ立憲制実施が現実の日程に上ってくると，
地域エリートの中から立憲制・地方自治を担える人材を緊急に養成しなければならなくなった。
人材の養成とそのネットワーク化・組織化が，立憲運動の推進力にもなるのである。各地地域
エリートの「改造」を「教育活動」の拡大解釈によって遂行したゐが，法政講習所であった。
人材の募集もまた各地教育会・勧学所の教育界ネットワークが使われた。そして法政講習所の
設立が預備立憲の一環であることは，暗黙の前提であった。法政講習所設立後まもなく預備立
憲公会も結成されていたが，移管されるまでに2年を要したのは，おそらく預備立憲公会の組
織基盤が強固になるまで目立っ活動を避けたためではないだろうか。江蘇教育総会は，預備立
憲公会をはじめとする立憲運動の人材の培養器として機能したのである。
　法政講習所について，その発案者である沈同芳は「わが江蘇各地で現在準備している諮議局
に，教育会会員および法政聴講員以外，進んで任に当たれる者が何人いるだろうか。いくらか
一般的知識を持ち無意識の衝突を起こさない者が上記の者以外に何人いるだろうか」と，その
地方自治人材養成の成果を強調している81）。
　沈はまた，教育総会と他の諸団体との関係について，以下のように述べている。
　　〔江蘇教育〕総会は江蘇の全省的団体の萌芽である。ゆえに一切の公共のことが常に総会
　　において起こされる。……〔中略〕……〔他省で教育総会を〕すでに設立したものも，凡
　　そその省の公共のことはただ総会において起こされる。であるならば教育総会はまた各種
　　団体の雛形でもある。ただ教育総会は章程に照らして教育以外のことに干渉できない。ゆ
　　えにその他の公共のことはわずかに総会を召集の地とし，総会の名義をもって直接干渉す
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るのではなく，召集されたのちの一切の措置にもただ補助の地位にいて，行政官の顧問と
なるのである82）。
　この文が収められた『文積』は，毎年督撫に提出されており，江蘇教育総会が省内唯一の全
省的組織として「公共之事」の要に位置していることは，半ば公然としていた。こうした教育
総会のありかたへの締め付けの強化と，一方で立憲運動の進展，預備立憲公会の組織的成長が，
法政講習所の移管をもたらしたのではないだろうか。単級教授練習所の設立は，教育総会が会
としては，より「純」教育的な活動から立憲運動に関与していくことを示したものだった。
　法政講習所をとおして見えてきた江蘇教育総会と預備立憲公会との関係，あるいは江蘇諮議
局との関係（諮議局選挙をめぐる紛糾への関わりなども含め）を明らかにするには，公的・組
織的側面だけでなく，会員・聴講員のさまざまな私的関係も追求していく必要がある。今後改
めて検討することにしたい。
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　に入学するため南京に行く。ところが年内は始業しないことがわかり，1ヵ月半滞在して講習所に戻
　り，その結果，卒業試験では2位になったという（前掲『荊斎八十年』p．17）。実際は，挙人の王樹
　聲と並んで最高点（平均96点）をとったものの，筆頭は王となっており，「第二名」に甘んじている
　のである（前掲「盗呈江督端法政畢業生請給盗出洋考察文」上p．　21）。
37）　「盗呈江督端法政畢業生請給沓出洋考察文」（『文憤』三編），上pp．20～26。なお同文には，「卒業
　者は計五十九人」「本省人五十四人」とあるが，添付された卒業生名簿に本省人の名は53人分しかな
　いので，総数58人と見なした。また，及第せず「修業」した者の人数は記載されていない。ちなみ
　に，上海知県は上海県の知事，蘇松太道は蘇州～上海一帯を管轄する上級地方官で上海道台とも呼ば
　れる。
38）　「S呈督撫提学使本会附設法政講習所挙緋畢業文」（「文腰』三編）上p．19。この呈文は，「江蘇教
　育総会盗呈督撫学使文（為附設法政講習所事）」と題して「申報』1908年1月19日に掲載されてい
　る。
39）
40）
41）
42）
43）
44）
45）
46）
前掲「本会開会一覧表」下p．14。
前掲「本会開会一覧表」下p．13。
前掲，拙稿「江蘇教育総会の誕生」参照。
「著各省速設諮議局諭」（前掲「清末癬備立憲梢案史料』下）p．667。
前掲「本会開会一覧表」下p．19。
前掲「沓呈督撫提学使本会附設法政講習所挙辮畢業文」上p．19～20。
「江蘇紳士預備開設国会紀事」（『申報』1908年5月17日）。
「江蘇請願国会代表北上送別紀事」「江蘇教育総会法政講習所畢業紀事」（ともに『申報』1908年7
　月15日）。
47）　「江蘇教育総会附設法政講習所広告」（『申報」1908年2月5日，以後2月27日まで隔日で掲載）。
48）　開講後も聴講の申し込みが続いているが，半年で卒業するたあ遅参者は補講も困難であるとして，
　二月末（3月31日）までの申し込み者は聴講を認め，以後は次期に回すとした（「江蘇教育総会附設
　法政講習所広告」「申報』1908年4月2日）。
49）　前掲「江蘇教育総会法政講習所畢業紀事」。
50）前掲「本会開会一覧表」下p，83。
51）　「江蘇教育総会附設法政講習所広告」（『申報』1908年7月9日，以後7月20日までほぼ2日おき
　に掲載）。
52）
53）
54）
55）
「江蘇教育総会附設法政講習所広告」（「申報』1908年10月3日，4日，5日）。
「6呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文（蘇撫寧蘇提学同）」（「文腰」四編）甲p．13。
前掲「沓呈江督端法政畢業生請給沓出洋考察文」上p．20。
前掲「本会開会一覧表」下p．　36，pp．　41～43，および前掲「盗呈江督端法政畢業生請給盗出洋考察
　文」上pp．20～21。
56）「江督端盗文」（『文腰』三編）上pp．26～27。なおこれは「江督復江蘇教育総会文」と題して「申
　報』1908年2月20日に掲載された。
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清末江蘇における地方自治の構築と教育会
57）前掲「本会開会一覧表」下pp．46～47，53，55。
58）　前掲「本会開会一覧表」および「本会開会一覧表（続三編）」。このほか姓名の明記されていない者
　が2名（いずれも漸江人）いる。
59）　「各省官費自費畢業学生姓名表第三冊（自宣統二年六月起至三年七月止）」（国史館蔵「教育部梢案」
　の「各省官・自費留日学生名冊」（196－014）所収）。なお，この「各省官費自費畢業学生姓名表」に
　ついては，別稿で分析をおこなっている（拙稿「明治期東京の留学生空間諸相」藤田直晴編『東京：
　巨大空間の諸相』大明堂，2001年）。
60）　前掲『荊斎八十年』pp．正7～18。
61）前掲「本会開会一覧表」下pp．83～84，および前掲「江督端盗文」上pp．27～30。なお清末の日本
　視察については，熊達雲「近代中国官民の日本視察』（山梨学院大学社会科学研究所，1998年）を参
　照。
62）　前掲「本会開会一覧表」下p．　89，前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．66など。
63）　前掲「本会開会一覧表」下p．87，前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙pp．18，36。ちなみに丁福
　保（字梅軒，無錫人）は，多数の著作を持っ著名な医学・数学・仏教学者で，郷里無錫においては近
　代教育の導入や教育会にも関与している（陳玉堂編「中国近現代人物名号大辞典』漸江古籍出版社，
　1993年，前掲，拙稿「清末地域社会と近代教育の導入」）。
64）前掲「本会開会一覧表」下p．86。ちなみにこの依頼に対して，教育総会は総督への申請は不要で，
　有志と連合して設立すればよいと回答している。
65）　たとえば揚州府教育会によるもの（「組織法政講習所」『申報』1908年10月30日），無錫の錫金勧
　学所・同教育会によるもの（「法政講習所補講民法」「申報』1909年7月30日）などが報じられてい
　る。
66）前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．　73～74。ちなみにこのケースでは「自治研究所章程がすで
　に〔中央政府の〕民政部によって上奏されており，その頒布後は章程どおりにおこなえば阻止する力
　はなくなる」と回答している。
67）
68）
69）
70）
71）
72）
73）
74）
75）
76）
77）
78）
79）
　前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．　50。
　「杏呈江督端箒設単級教授練習所文（蘇撫寧蘇提学同）」（『文憤」四編）甲pp．23～24。
　「逐年篶備事宜清単」（前掲「清末簿備立憲梢案史料』上冊），p．67。
　前掲「杏呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文」甲pp．13～14。
　前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．10。
　「法政講習所将届畢業」（「申報」1908年4月16日）など。
　聴講員が比較的多い漸江・安徽・河南省を見ると（いずれも正907～8年度後期生），漸江は10人中
臨海・長興が各3人，安徽は7人中6人が婆源，河南は7人中5人が葉県となっている。
　宮崎，前掲書，pp．　200～201。
　劉寿林等編「民国職官年表」（中華書局，1995年）pp．　150，165，166。
　徐友春主編『民国人物大辞典」（河北人民出版社，1991年）。
　同上，前掲「民国職官年表』p。174。
　「江蘇諮議局行開幕礼紀事」（『申報』1909年10月16日）。
　「上海預備立憲公会附設法政講習所広告」（「申報』1909年1月26日，以下2月22日まで3日おき
　に掲載）。
80）　「預備立憲公会附設法政講習所行開講式」（『申報』1909年2月21日）。
81）　沈同芳，前掲「駐辮員沈同芳留別会所報告三年内之事略」丙p．2。
82）　同上，丙p．　3。
（2001年1月30日受付，2001年2月18日受理）
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高田　幸男
The　Formation　of　Local　Self－Government　and　Educational
　　　　　　　　　Associations　in　Late　Qing　Dynasty　Jiangsu
TAKADA　Yukio
　　　In　1906　the　Jiangsu　General　Association　of　Education（江蘇教育総会）established　a
Lecture　Hall　on　Law　and　Administration（法政講習所）in　Shanghai．　While　initially　in－
tended　to　further　knowledge　about　law　and　administration　as　preparation　for　local　self－
government，　quickly　the　educational　association　and　other　groups　began　a　movement
seeking　the　establishment　of　a　constitution　and　of　local　self－governance　and　plans　were
developed　to　actualize　local　self－government　and　the　establishment　of　a　constitution．　As
aresult　goals　shifted　to　the　education　of　relatively　high　level　political　human　resources
and　the　fostering　of　human　resources　with　the　minimum　levels　of　knowledge　necessary
for　the　implementation　of　Iocal　self－governance．　Unlike　the　impression　given　by　its　name，
the　Lecture　Hall　on　Law　and　Administration　was　in　fact　a　place　to　take　non－members
from　the　local　elite　and　change　them　into　human　resources　for　the　realization　of　the
establishment　of　a　constitution　and　local　self－governance，　and　the　lectures　held　were　seen
as　opportunities　to　urge　these　individuals　to　join　the　General　Association　of　Education
and　to　further　build　the　human　network　for　the　constitutional　movement　which　was
formed　as　one　element　of　the　Education　group．　The　Lecture　Hall　on　Law　and
Administration　closed　after　only　3　years　and　its　activities　were　then　continued　by　the
Society　to　Prepare　for　Constitutional　Government（預備立憲公会）．
Keywords：Educatlonal　Association，　Local　self－government，　Local　elites，　Educational　Reform　in　Late
　　　　　　　　Qing　China，　Movement　to　establish　a　constitution
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